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11 2014（平成26年）

　平成26年度税制改正により、市町村税である軽自動車税の税率
が引き上げられます。軽四輪車の場合は約1.25倍～ 1.5倍に引き上
げられ、平成27年４月１日以後に新規取得する新車から適用され
ます。バイク等の場合は約1.5倍程度引き上げられ、既存車・新車
を問わず平成27年度分から適用されます。

バイクと軽四輪で異なる軽自動車税引上げ

11月の税務と労務11月（霜月）NOVEMBER
 3日・文化の日
 23日・勤労感謝の日
 24日・振替休日
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国　税／ 10月分源泉所得税の納付
 11月10日

国　税／ 所得税予定納税額の減額承
認申請 11月17日

国　税／ 所得税予定納税額第2期分
の納付 12月1日

国　税／ 9月決算法人の確定申告
（法人税・消費税等） 12月1日

国　税／ 12月、3月、6月決算法人の
消費税等の中間申告 
 （年3回の場合） 12月1日

国　税／ 3月決算法人の中間申告
 12月1日

国　税／ 個人事業者の消費税等の中
間申告
 （年3回の場合） 12月1日

地方税／ 個人事業税第2期分の納付
 都道府県の条例で定める日

※税を考える週間　11月11日～11月17日

スプレー菊
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「
ウ
チ
の
会
社
に
は
担
保
に
で
き
る

不
動
産
が
な
い
…
」
と
お
悩
み
の
企

業
の
皆
様
、
Ａ
Ｂ
Ｌ
を
ご
存
知
で
し

ょ
う
か
？
「
在
庫
」
や
「
売
掛
金
」

も
「
不
動
産
」
と
並
ぶ
重
要
な
資
産

で
す
。「
在
庫
」
や
「
売
掛
金
」
等

を
担
保
と
す
る
Ａ
Ｂ
Ｌ
を
検
討
し
て

み
ま
せ
ん
か
。

　
「
Ａ
Ｂ
Ｌ
（
動
産
・
売
掛
金
担
保
融

資
）」
と
は
、
在
庫
や
売
掛
金
等
を

活
用
す
る
資
金
調
達
の
方
法
で
す
。

Ａ
Ｂ
Ｌ
を
活
用
す
れ
ば
、
担
保
に
で

き
る
不
動
産
が
な
い
企
業
に
、
在
庫

や
売
掛
金
等
を
担
保
と
し
た
新
た
な

資
金
調
達
の
道
が
開
か
れ
ま
す
。
金

融
庁
に
お
い
て
も
、
近
時
、
積
極
的

に
そ
の
活
用
が
推
進
さ
れ
て
お
り
、

金
融
機
関
が
Ａ
Ｂ
Ｌ
に
取
り
組
む
場

合
ど
の
よ
う
な
担
保
管
理
を
行
え
ば

よ
い
か
等
が
明
確
に
さ
れ
て
き
て
い

ま
す
。
金
融
庁
発
表
資
料
を
参
考
に

そ
の
制
度
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

１　

Ａ
Ｂ
Ｌ
の
仕
組
み

　

土
地
や
建
物
で
は
な
く
、
在
庫
や

売
掛
金
等
に
担
保
権
を
設
定
す
る
こ

と
に
よ
り
、
金
融
機
関
か
ら
融
資
を

受
け
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
一
方
で
、

借
手
企
業
は
、
在
庫
や
売
掛
金
等
の

状
況
を
金
融
機
関
に
定
期
的
に
報
告

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

２　

Ａ
Ｂ
Ｌ
の
積
極
的
活
用
に
つ
い

て

　

金
融
庁
で
は
、
Ａ
Ｂ
Ｌ
の
積
極
的

な
活
用
を
推
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、

中
小
企
業
等
が
経
営
改
善
・
事
業
再

生
等
を
図
る
た
め
の
資
金
や
、
新
た

な
ビ
ジ
ネ
ス
に
挑
戦
す
る
た
め
の
資

金
の
確
保
に
つ
な
が
る
よ
う
、
金
融

検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
運
用
の
明
確
化

を
行
い
ま
し
た
。
そ
の
概
要
は
左
ペ

ー
ジ
の
一
覧
表
の
と
お
り
で
す
。

３　
「
動
産
担
保
」
及
び
「
債
権
担

保
」
が
「
一
般
担
保
」
と
し
て
取

り
扱
わ
れ
る
た
め
の
条
件
（
金
融

検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
関
す
る
よ
く

あ
る
ご
質
問
（
Ｆ
Ａ
Ｑ
）
よ
り
抜

粋
）

⑴　

動
産
担
保
が
一
般
担
保
と
し
て

取
り
扱
わ
れ
る
た
め
に
は
、

①　

対
抗
要
件
が
適
切
に
具
備
さ

れ
て
い
る
こ
と

　

…
法
人
債
務
者
に
つ
い
て
は
、

原
則
と
し
て
、「
動
産
譲
渡
登
記
」

を
行
っ
て
い
る
こ
と
が
想
定
さ

れ
て
い
ま
す
。

②　

数
量
及
び
品
質
等
が
継
続
的

に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
さ
れ
て
い
る

こ
と

　

…
動
産
の
性
質
等
に
応
じ
、
様

々
な
態
様
が
あ
る
と
考
え
ら
れ

ま
す
が
、
以
下
の
よ
う
な
場
合

が
例
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

Ａ　

在
庫
品
を
担
保
と
す
る
場

合ａ　

在
庫
品
に
つ
い
て
は
、

数
量
や
品
質
等
が
変
動
す

る
こ
と
な
ど
か
ら
、
債
務

者
か
ら
提
出
さ
れ
た
資
料

等
に
基
づ
き
、
原
則
と
し

て
、
以
下
の
全
て
の
事
項

を
継
続
的
に
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
し
て
い
る
こ
と
。

・
在
庫
品
の
保
管
場
所

・
品
目
別
の
仕
入
数
量
及

び
金
額

・
品
目
別
の
売
上
数
量
及

び
金
額

・
品
目
別
の
在
庫
数
量
及

び
金
額

ｂ　

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
当
た

っ
て
は
、
定
期
的
に
在
庫

品
の
数
量
及
び
品
質
等
を

実
地
に
確
認
し
て
い
る
こ

と
。

Ｂ　

機
械
設
備
を
担
保
と
す
る

場
合

ａ　

機
械
設
備
に
つ
い
て
は
、

担
保
価
値
が
使
用
状
況
等

に
大
き
く
依
存
す
る
も
の

と
考
え
ら
れ
る
こ
と
な
ど

か
ら
、
債
務
者
か
ら
提
出

さ
れ
た
資
料
等
に
基
づ
き
、

原
則
と
し
て
、
以
下
の
全

て
の
事
項
を
継
続
的
に
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
し
て
い
る
こ

と
。

・
機
械
設
備
の
設
置
及
び

保
管
場
所

・
機
械
設
備
の
作
業
予
定

〜「
Ａ
Ｂ
Ｌ

　
（
動
産
・
売
掛
金
担
保
融
資
）」を

　
ご
存
知
で
す
か
？
〜

在庫・売掛金等の
状況を報告

担保権

借手企業

在　庫

売掛金

金融機関

資　金
融　資
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・
機
械
設
備
の
作
業
実
績

ｂ　

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
当
た

っ
て
は
、
定
期
的
に
機
械

設
備
の
数
量
及
び
品
質
等

を
実
地
に
確
認
し
て
い
る

こ
と
。

③　

客
観
性
・
合
理
性
の
あ
る
評

価
方
法
に
よ
る
評
価
が
可
能
で

あ
り
、
実
際
に
も
か
か
る
評
価

を
取
得
し
て
い
る
こ
と

　

…
売
却
予
定
先
と
の
間
で
あ
ら

か
じ
め
売
買
予
約
契
約
が
締
結

さ
れ
て
い
る
こ
と
、
専
門
業
者

等
へ
の
売
却
が
一
般
的
に
行
わ

れ
て
い
る
こ
と
等
が
想
定
さ
れ

て
い
ま
す
。

④　

当
該
動
産
に
つ
き
適
切
な
換

価
手
段
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ

と

　

…
売
却
予
定
先
と
の
間
で
あ
ら

か
じ
め
売
買
予
約
契
約
が
締
結

さ
れ
て
い
る
こ
と
、
専
門
業
者

等
へ
の
売
却
が
一
般
的
に
行
わ

れ
て
い
る
こ
と
等
が
想
定
さ
れ

て
い
ま
す
。

⑤　

担
保
権
実
行
時
の
当
該
動
産

の
適
切
な
確
保
の
た
め
の
手
続

き
が
確
立
し
て
い
る
こ
と

　

を
含
め
、
動
産
の
性
質
に
応
じ
、

適
切
な
管
理
及
び
評
価
の
客
観

性
・
合
理
性
が
確
保
さ
れ
、
換
価

が
確
実
で
あ
る
と
客
観
的
・
合
理

的
に
見
込
ま
れ
る
こ
と
が
必
要
で

す
。

⑵　

債
権
担
保
（
売
掛
金
担
保
）
が

一
般
担
保
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
る

た
め
に
は
、

①　

対
抗
要
件
が
適
切
に
具
備
さ

れ
て
い
る
こ
と

　

…
確
定
日
付
の
あ
る
証
書
に
よ

る
通
知
又
は
承
諾
、
債
権
譲
渡

登
記
（
法
人
債
務
者
の
場
合
）

に
加
え
て
、
登
記
事
項
証
明
書

の
交
付
を
伴
う
通
知
又
は
承
諾

が
想
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

②　

第
三
債
務
者
（
目
的
債
権
の

債
務
者
）
に
つ
い
て
、
信
用
力

を
判
断
す
る
情
報
を
随
時
入
手

で
き
る
こ
と

③　

第
三
債
務
者
の
財
務
状
況
が

継
続
的
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
さ
れ

て
い
る
こ
と

④　

貸
倒
率
を
合
理
的
に
算
定
で

き
る
こ
と

　

等
、
適
切
な
債
権
管
理
が
確
保
さ

れ
、
回
収
（
第
三
者
へ
の
譲
渡
に

よ
る
換
価
を
含
む
）
が
確
実
で
あ

る
と
客
観
的
・
合
理
的
に
見
込
ま

れ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

ABL（動産・売掛金担保融資）の積極的活用について（概要）

○ ABL（ Asset Based Lending：動産・売掛金担保融資）とは、
企業が保有する「在庫」や「売掛金」などを担保とする融資

現

状

●金融機関の融資の担保は、「不動産担保」が中心で、「動産・売掛金担保」
はあまり活用されていない。

（参考１）
　地域金融機関の場合、融資の担保の９割超が「不動産担保」。

（参考２）

対
応
策

●検査マニュアルの「一般担保」要件の運用の明確化
　　具体的にどのような担保管理を行えば、「一般担保」（客観的な処

分可能性がある担保）の要件に合致するかがより明確になるよう、
金融実務も踏まえつつ、適切と考えられる担保管理手法を例示。

●「自己査定基準」における担保掛け目の明確化
　　検査マニュアルに「動産・売掛金担保」の標準的な掛け目の水準

を新たに記載。

●「電子記録債権」の自己査定上の取扱いの明確化
　　電子記録債権のうち、「決済確実な商業手形」に準じた要件を満た

すものについては、「優良担保」として取り扱うことを、検査マニュ
アルにおいて明確化。

●検査における検証方針の明確化
　　「動産・売掛金担保」を「一般担保」として取り扱っている場合、

その適切性を金融検査で検証する際には、当面、PDCA サイクルが
機能していれば、金融機関の取組みを尊重する方針を明確化。

●「貸出条件緩和債権」に該当しない場合の明確化
　　仮に中小企業が経営改善計画を策定していない場合でも、金融機

関が ABL により、当該企業の実態を把握した上で、経営改善の資料
を作成している場合には、現行の検査マニュアル［中小企業融資編］
の考え方に照らし、これを「実現可能性の高い抜本的な計画」とみ
なして、「貸出条件緩和債権」には該当しない取扱いとすることを明
確化。

効

果

●借手企業
　　これまで担保としてあまり活用されてこなかった「動産・売掛金

担保」を活用することにより、資金調達枠が拡大。
●金融機関
　　企業の経営実態をより深く把握することが可能となり、信用リス

ク管理が強化。

在　庫

売掛金
土　地

297 兆円 186 兆円

＞
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　法人税法における資本金等の額は、資本
金の額又は出資金の額と法人税法上の資本
剰余金額からなっています。会社法上の「資
本金」と法人税法上の「資本金の額又は出
資金の額」は同じ内容ですが、会社法上の
資本剰余金は払込金銭等のうち資本金の額
に組み入れない資本準備金と自己株式処分
差額や合併差益からなる「その他資本剰余
金」であるのに対し、法人税法上の資本剰
余金は法人税法に詳細に規定されていま
す。
　法人税では、資本金の額によって課税所
得金額に適用される税率、課税所得金額の
算定の基礎になる各種特例の適用に差異が
あります。資本金の額が１億円超の法人（大
法人）では、適用税率はもとより、①交際
費等の定額控除（資本金の額が１億円以下
の中小法人は定額控除限度額が800万円
であり、その金額に達するまでは損金算入）、

②貸倒引当金の繰入、③一括評価貸倒引当
金の法定繰入率（過去の貸倒実績率との有
利選択）、④少額減価償却資産の取得価額
の損金算入、⑤特定同族会社の特別税率の
不適用、⑥青色欠損金の繰戻還付、⑦青色
欠損金の全額控除の適用等の課税の特例の
適用は認められていません。
　従って、増資などの際には資本金の額を
いくらにするのか注意が必要ですが、会社
法では、株式会社はその資本金の額を限度
として一定の手続を経ることで、いつでも
資本金の額を減額（減資）することができ
ます。よって、減資により法人税法上の特
例を受けることも一考です。無償減資の方
法によると資本金の額からその他資本剰余
金に振り替えるだけの株主資本の内部移動
で、減資の手続が完了します。
　しかし、みなし配当の計算、一般寄付金
の損金算入限度額の計算、法人住民税の均
等割などは資本金等の額を基準とする制度
ですので、減資の効果が期待できない場合
もあります。

　食欲の秋とよく言われますが、「芸術の
秋」でもあります。旅行口コミサイト“ト
リップアドバイザー ”の「口コミで選ぶ行
ってよかった日本の美術館2012」の美術
館ランキングをご紹介します。
　栄えある第１位には根津美術館（東京都）
が選ばれました。収蔵品の質、美術館の雰
囲気、庭園等すべてが素晴らしいとの評判
ですが、他の調査では、カフェも楽しめる
美術館東日本第３位にもランクインしてい
ます。食欲も芸術欲も満たすことができて
一石二鳥ですね。
　第２位は大塚国際美術館（徳島県）、第
３位は安曇野ちひろ美術館（長野県）、第
４位は国立西洋美術館（東京都）、第５位
はカフェも楽しめる美術館西日本第７位に
も選ばれたミホミュージアム（滋賀県）で
した。
　ちなみに、同年の世界の美術館入館者数
第１位はフランスのルーヴル美術館で
972万人でした。

　『
千
里
の
道
も
一
歩
か
ら
』と
は
、

千
里
と
い
う
長
い
旅
の
道
も
初
め
の

一
歩
を
歩
く
こ
と
か
ら
始
ま
る
、
ど

ん
な
に
大
き
な
事
業
で
も
ま
ず
身
近

な
こ
と
か
ら
着
実
に
一
歩
一
歩
努
力

を
重
ね
て
い
け
ば
成
功
す
る
と
い
う

意
味
で
す
。

　
会
社
は
大
き
な
事
業
を
成
し
遂
げ

る
こ
と
を
目
標
と
し
て
い
ま
す
が
、

そ
れ
は
壮
大
に
続
く
「
千
里
の
道
」

で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
一
歩
ず
つ

の
積
み
重
ね
が
大
切
で
す
が
、
普
段

行
っ
て
い
る
業
務
を
違
う
見
方
で
客

観
的
に
見
直
し
て
み
る
こ
と
が
仕
事

上
で
の
一
歩
と
な
る
の
で
は
な
い
で

し
ょ
う
か
。

　
新
し
い
こ
と
を
見
つ
け
る
と
興
味

を
持
ち
、
楽
し
さ
が
仕
事
に
出
て
き

ま
す
。現
状
に
と
ど
ま
る
こ
と
な
く
、

小
さ
な
創
意
工
夫
、
毎
日
の
革
新
、

興
味
の
追
求
を
積
み
重
ね
て
い
き
ま

し
ょ
う
。

〜資本金の額と法人税額〜

〜芸術の秋・日本の美術館〜
〜
千
里
の
道
も
一
歩
か
ら
〜


